























石 田 京 子
（ 1）　司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書─21世紀の日本を支え
る司法制度─」（平成13年 6月12日）。
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めの国や諸機関の責務を明記した。いわゆるスタッフ弁護士と呼ばれる，フル
タイムの弁護士を日本中の法テラス法律事務所に配置するという制度が初めて
採用され，法律扶助は拡充し，また，法律サービスに関する総合的な情報提供
サービスもこの枠組みの中で提供されることとなった。
　一方，弁護士法72条は，いわゆる非弁活動，アメリカの概念で言うところの
権限無き法律事務の取り扱い（Unauthorized Practice）を取り締まっている。
弁護士資格の無い者による法律事務の取り扱いは禁止されているが，一方，本
条文には，司法制度改革後の2004年に「ただし，この法律又は他の法律に別段
の定めがある場合は，この限りでない」という但書が加えられた（下線は改正
部分）。実際，司法制度改革を経て多くのいわゆる隣接法律専門職による職域
は拡大した。加えて，周知の通り，弁護士人口も急増した。すなわち，今日の
日本の法律サービス市場は，様々な名前の資格を有する多くの法律専門職によ
るサービス提供によって成り立っており，かつてないほどに複雑化している。
［表 1］日本の法律サービス市場における主要なプレイヤー
資格
（規律する法律）
資格者の
人数※
職域
弁護士
（弁護士法）
38,980 訴訟代理を含む，あらゆる法律事務。
司法書士
（司法書士法）
22,283 登記業務。法務大臣の認定を受けた者は簡裁訴訟代理等
関係業務の取扱が可能。
行政書士
（行政書士法）
46,205 官公署提出文書，権利義務に関する文書等の作成，代理，
相談業務。特定行政書士は，審査請求等の不服申立手続
の代理も可能。
税理士
（税理士法）
76,493 税務書類の相談・作成，税務代理。税務訴訟では弁護士
と共に保佐人として出廷可能。
弁理士
（弁理士法）
11,057 特許など知的財産権取得のための手続代理。特定侵害訴
訟代理業務試験に合格し，弁理士登録にその旨の付記を
受けたときは，特定侵害訴訟について弁護士が同一の依
頼者から受任している事件に限り，訴訟代理が可能。
社会保険労務士
（社会保険労務士法）
40,535 労働および社会保険に関する法律に基づく諸手続の事務
代理。特定社会保険労務士については，個別労働関係紛
争等における紛争解決代理業務が可能。
（※人数については，弁護士白書2017年版53頁による。）
　［表 1］は，その法律サービス市場における，あくまでも主要な資格とその
資格を有する人の人数，主な職域をまとめたものである。下線部分は，司法制
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度改革後に各隣接職に新たに認められた職域である。まず，最も広い職域を有
する資格者として，近年急速にその人口が増加した弁護士がいる。そして次
に，司法書士がいる。司法書士には，司法制度改革によって，いわゆる簡裁代
理権が認められた。一定の試験と研修を経た後，認定司法書士は裁判外におい
ても，簡易裁判所で取り扱われる係争額を限度として，事件を受任することが
可能である。さらに，行政書士も，司法制度改革によって，契約書類の作成・
相談に加えて，一定の要件を満たした特定行政書士については，審査請求等の
不服申立手続の代理もできるようになった。また，税理士には，補佐人として
の出廷資格が認められ，弁理士には特許侵害訴訟における条件付きの代理が認
められるようになった。社会保険労務士は，やはり要件を課して一定の労働紛
争における代理が認められた。
　アメリカにおいても，弁護士資格以外の限定的な資格は存在するが，このよ
うな人数と種類，職務範囲において弁護士以外の法律専門職が存在すること
は，日本の法律専門職制度の特徴といえる。すなわち，アメリカの弁護士イコ
ール日本の弁護士，だけで日本の法律サービス市場を語ることは，著しく現状
を歪めてしまうことになる。アメリカならば，弁護士資格なしでは決して認め
られない法律事務について，日本では，登記業務や税務業務など特定の分野に
おいてはほぼ独占的に，他の資格者がサービスを提供している現状がある。そ
して，これらのいわゆる隣接法律専門職の職域は，司法制度改革を経て，さら
に拡大された。その目的は，司法制度改革審議会意見書では，「国民の権利擁
護に不十分な現状を直ちに解消する必要性にかんがみ，利用者の視点から，当
面の法的需要を充足させるための措置を講じる必要がある」ためであると述べ
られている。もっとも，弁護士とそれ以外の職種には，その規律の構造に大き
な違いがある。弁護士には自治権（弁護士法56条以下）があるが，それ以外の
職種については，いわゆる監督官庁が存在し，行政府による監督と懲戒に服し
ている。それでもなお，同意見書ないし総合法律支援法では，弁護士と各隣接
職との間で，国民の司法アクセスを促進する制度基盤作りのための「連携の確
保および強化」が図られなければならないとされている。
　では，これだけ様々なプレイヤーが法律サービス市場に存在する現状におい
て，果たして彼らは本当に市民の法律サービスの提供に必要な連携の確保と強
化を図り，これにより，法律サービスへの需要は十分に満たされているといえ
るのだろうか。
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3．現状：法律専門家は足りているのか？
　ここからは，私が参加させていただいた，幾つかの実証研究の結果に基づい
て報告する。まず，日本人の紛争経験について概観する。日本国民のどの程度
の人が法的な紛争に直面したことがあるか，という研究は幾つか存在するが，
ここでは私が知る限り最新の調査となる，ADR研究会で2016年に実施した，
サンプル数2000名のインターネット調査の結果を紹介する（2）。「あなたは最近
5年間に法律の専門家や機関への相談を考えるような「もめごと（トラブルや
納得できないこと）」を経験したことがありますか」という問いに対し，「あ
る」と答えた回答者は18.6％であった。大雑把に考えれば，この国の 5人に 1
人は，過去 5年間で法律上のトラブルを経験したことがある，ということにな
る。もっとも，そのようなトラブルを経験したことがあると回答した人のう
ち，弁護士に相談した人は38％，司法書士に相談した人は 7％，その他の専門
家に相談した人は 3％であった。さらに，そのトラブルについて専門家に依頼
した人は，約40％であった。そして，そのトラブルについて回答者や回答者が
依頼した専門家がとった行動をたずねると，上位 2位となる回答が，「何もし
なかった」であった。すなわち，法的なトラブルに直面したと認識しつつも，
何も行動を起こさずに放置している人が，この国には 3分の 1いることにな
る。
　裁判所に関連するデータを少し詳しく見ていこう。周知の通り，弁護士人口
は2000年以降， 2倍以上に増加した。もっとも，興味深いことに，地方裁判所
の新受件数は，いわゆる過払い金事件による急増期を経て，減少傾向にある。
　［図 1］は，地方裁判所新受件数と弁護士人口について2000年から2016年ま
での推移をグラフ化したものである。2016年の段階で，弁護士人口は37,680名
と，実に2000年から20,554名増加した。一方，新受件数は，2000年で184,246件
であったのが，2016年は169,898件であり，14,348件の減少である。このような
事実を踏まえてか，一部では，弁護士はもう足りている，増やすべきではない
という声も聞かれる。では本当に，少なくとも裁判内においては，弁護士は飽
和状態であるといえるのだろうか。
（ 2）　ADR研究会の調査全般については，法と実務 Vol.14（2018）77頁以下参
照。
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　裁判所における弁護士の代理状況を見てみよう。［図 2］は，2000年以降の
地方裁判所通常訴訟における代理状況の推移を示したものである。一番左が両
当事者に弁護士がついている事件の割合である。一方，一番右は両当事者がい
ずれも本人訴訟である事件の割合である。確かに，両当事者が本人訴訟である
［図 2］第 1審地方裁判所における代理状況の推移（2000︲2016）
※データは司法統計年報に基づく。
［図 1］地方裁判所新受件数と弁護士人口の推移（2000︲2016）
※データは司法統計年報および弁護士白書に基づく。
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割合は，2000年と比較すると 8ポイント近く減っており，一方原告のみに代理
人がついている事件が 6ポイント上昇している。原告の弁護士へのアクセスは
促進しているといって良いかもしれない。もっとも，両当事者に弁護士がつく
事件類型は2000年以降，弁護士が倍増したにも関わらず 3ポイント程度しか増
えておらず，未だ半数以上の事件が，いずれかの当事者もしくは両当事者に弁
護士がついていない，本人訴訟の類型であることが分かる。
　2011年に行った民事訴訟利用者調査では，代理人のついていなかった回答者
に対して，「なぜ，弁護士を依頼しなかったのですか」とたずねている（3）。最
も多かった回答は，「自分でできると思ったから」で，57.4％の回答者が「当て
はまる」と回答している。一方，肯定的回答が多かった理由として，「弁護士
に支払うお金がなかったから」が41.7％，「経済的にペイしないから」が
37.2％，「弁護士の知り合いがいないから」が18.1％，「弁護士についての情報
がなかったから」が14.4％，「周りに弁護士がいなかったから」が11.8％，「弁
護士に依頼を頼んだが断られたから」が7.1％であった。これらの類型は，や
はり，ある種のアクセス障害の結果，ということができよう。
　さらに，2011年に行った最高裁判所事務総局による「本人訴訟の実証研究」
では，本人訴訟を担当した裁判官に対してアンケート調査を実施した（4）。その
結果，非常に多くの本人訴訟の当事者が，弁護士のついている当事者と比較し
て，「不利な結果」で事件を終了していることが明らかになった。さらに，
17.9％の裁判官が，本人訴訟の当事者について，もしも弁護士がついていたな
らば，より良い結果が得られたであろうと考えていることが分かった。加え
て，調査に参加した相当数の裁判官が，「公正な訴訟指揮」と「実体的正義の
実現」との狭間で葛藤を感じていると答えた。つまり，弁護士が支援すればよ
り本人の権利擁護に資した事件が少なからず存在することが示唆される。この
ように，裁判所の中を見るならば，市民の法的需要は必ずしも十分に満たされ
ているとは言えない現状は明らかである。
　では，裁判所の外はどうであろうか。2015年に政府の主導により，いわゆる
法曹人口調査という大規模な調査が実施された（5）。その目的は，企業と個人の
（ 3）　2011年民事訴訟利用者調査については，民事訴訟制度研究会『2011年民事
訴訟利用者調査』 （JLF叢書 Vol.20）（2012年・商事法務）参照。
（ 4）　この研究の詳細については，司法研修所編『本人訴訟に関する実証的研
究』（2013年・法曹会）参照。
（ 5）　この調査の報告書については，内閣官房法曹養成制度改革推進室『法曹人
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法的需要，特に弁護士需要をできるかぎり把握し，何が弁護士アクセスへの障
壁となっているのかを明らかにすることであった。この調査については現在，
2次分析が進行中であるが，記述統計から明らかになったこととして，次のこ
とがある。企業において，いわゆる顧問契約という弁護士の利用形態は一般化
しつつあるものの，未だ中小企業において顧問契約を締結していると回答した
者は63.7％であった。そして，顧問契約を締結していない回答者に対して，弁
護士と顧問契約を締結しない理由についてたずねたところ，中小企業の45.5％
が，「既に司法書士，税理士，社会保険労務士などの弁護士以外の専門家を利
用しているから」と回答した。このような傾向は，将来の弁護士利用の展望を
たずねる問いへの回答でも同様であった。すなわち，将来も弁護士利用を望む
場面は増えると思わないと答えた中小企業の66％が，「法的需要があっても他
の専門家で足りると思うから」と答えている。これらの回答からは，中小企業
の企業法務の相当部分が隣接法律専門職によって担われている現実とともに，
司法制度改革等で謳われた，弁護士と隣接職の連携の確保強化とは反対に，隣
接職と弁護士の既存の「住み分け」関係が弁護士利用を妨げている現状が明ら
かになっている。
4．「法専門職」サービスの標準化のために
　では，複数の資格者が専門的な法律サービスを提供している現状があるとし
て，これらのサービスの質は均一に保たれていると言えるだろうか。残念なが
ら，複数の法律サービスの専門職について同時に調査をした実証研究はほとん
ど見られない。ただし，一般に利用者からは，弁護士よりも隣接法律専門職の
方が費用が安いこと，そして，心理的にアクセスがしやすいことがいわれる。
倫理規則などの行為規範について見てみるならば，法的助言や，一定の事件類
型についての代理など，同じ内容のサービスを提供する場合であっても，統一
的な倫理規則というものは存在しない。
　そして，少し危惧されるのが，隣接法律専門職はそもそも，特定の行政庁や
口調査報告書』（平成27年 4月20日）。
　　https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/hoso_kaikaku/dai19/siryou4.pdf（2018年
10月 1日最終アクセス）参照。本調査に基づく研究論文として，石田京子・
佐伯昌彦「『法曹人口調査』にみる弁護士の需要と利用者の依頼意欲」法と
社会研究第 2号（2016年）85頁以下がある。
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司法機関の法律事務の円滑化のために創られた資格であるということである。
幾つかの隣接法律専門職では，その姿勢が彼らの倫理規則や資格を規律する法
律にも明文で規定されている。例えば，行政書士は，「行政と市民のきずな」
（行政書士倫理綱領）であることが基本倫理とされている。税理士については，
税理士法において，「税務に関する専門家として，独立した公正な立場におい
て，申告納税制度の理念にそって，納税義務者の信頼にこたえ，租税に関する
法令に規定された納税義務の適正な実現を図ること」（第 1条）が使命である
と定められている。そして，社会保険労務士は，「労働及び社会保険に関する
法令の円滑な実施に寄与すること」（社会保険労務士法第 1条）が目的とされ
ている。
　司法制度改革審議会で謳われた，法律専門職による市民の自律の支援が，行
為規範の透明化，具体化なしに，これら監督官庁を有する隣接職の職域拡大を
もってなされることに問題はないのか。規制緩和（de-regulation）ではなく，
再規制（re-regulation）となってしまう危険はないのか，疑問を感じることを
禁じえない。
　法律サービスを利用する側からしてみれば，弁護士も，司法書士も，税理士
も，専門家である。例えば法律相談について，資格者ごとにその行為規範が異
なっているとしたら，利用者にとっては理解し難いことであろう。法律サービ
スの利用の促進のためには，まずはサービス提供者である法専門職全てに対す
る信頼が必要でなかろうか。その信頼促進の第一歩として，全ての法専門職に
おいて，法専門職としての高い倫理性，同じサービスにおける行為規範の標準
化が必要であると考える。
5．まとめ
　ここまで，レトリックと現状ということで，日本の法律サービス市場につい
て検討してきた。司法制度改革に基づく様々な制度改正においては，その基本
理念として，弁護士と隣接法律専門職が連携し，もって市民の法的ニーズを満
たすことが目指されているものの，実証研究の結果からは，未だ少なくない割
合において，裁判所内外において法的ニーズが十分に満たされていない現状が
示されている。人々は未だ弁護士を「裁判をする人」と考え，アクセスするこ
とにためらいを感じているようである。これは，中小企業が隣接法律専門職を
既に利用している場合には，特に弁護士へのアクセスを阻害する要因として顕
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著に示されている。しかし，弁護士はいうまでもなく，オールラウンドで法律
事務の取り扱いを認められている法専門職である。本来ならば，最も専門性が
高いとされる弁護士が他の隣接職と積極的に連携を築き，利用者の司法アクセ
スを拡充する道を切り開かなければならない。加えて，集団としての弁護士，
隣接職との間で対話を重ね，同一の法律サービスについて同一の行為規範が浸
透するよう，取り組むことも急務と考える。司法制度改革で謳われた，「法律
サービスを質量共に豊かなものとする」ことは，多様化・グローバル化した日
本社会において極めて重要な課題であるが，このような取り組みなしでは実現
できないものと考える。現在存在する，法律サービス市場におけるレトリック
と現状のギャップを少しでも狭めていくための努力が，法律サービス市場のプ
レイヤー一人ひとり，そして各々の専門職集団に求められているのである。
